
3月2２日 1６時００分 東京地裁１０３大法廷を支援の輪で埋め尽くそう
原発事故避難者住まいの権利裁判第５回期日
立ちあがった原告を支えてください。

2023年3月22日（水）
1６時～東京地裁１０３号法廷
（傍聴券配布1５時30分）

報告集会と住まいの権利シンポジウム
場所 衆議院第一議員会館 国際会議室
入館証配布 １７時
開催時間 １７時３０分～１９時３０分

１．住まいの権利裁判第５回期日報告
弁護団より

２．検証「借上復興公営住宅」の強制退去問題
津久井進弁護士

（兵庫県震災復興研究センター）
３．討論

４．原告からの決意表明

主催：原発事故避難者住まいの権利裁判を支援する会
代表世話人 熊本美彌子 村田弘 武藤類子 福島敦子

渡辺一枝
協力 ひだんれん/ 原発事故被害者団体連絡会

「避難の権利」を求める全国避難者の会
〒162-0822 東京都新宿区下宮比町3-12 明成ビル3F市民
プラザ
連絡先 090-1437-3502 setodaisaku7@gmail.com
事務局 瀬戸

住まいの権利裁判第５回期日

2023年６月１９日（月）
1６時～東京地裁１０３号法廷
（傍聴券配布1５時30分）



❶昨年3月11日、国家公務員宿舎から追われようとしている11名の原発事故避難者が、福
島県の違法行為によって受けた精神的苦痛に対する損害賠償を求め、東京地方裁判所に集
団提訴をしました。東電原発事故によって国家公務員住宅に避難区域外から避難した世帯に
対し、福島県は、家賃２倍相当の損害金を請求し続け、退去届の提出を求め続けています。親
族宅にも訪問して退去を迫り、家族の分断を図りました。原発事故被害者である避難者に対
し個別に圧力を加え、追い込むことは、避難の権利のみならず、生存権・居住権の侵害に相当
します。
❷国内避難民の人権に関する国連特別報告者セシリア・ヒメネス・ダマリーさんは「予備的所
見」を引用したうえで「避難を続ける必要がある避難者から強制的に住居を奪うということは
明白な人権侵害であり、許されてはならない」と訴えた。そして、裁判所が国際人権法の問題
から逃げないよう求めている。１月１６日の第3回口頭弁論では、避難者側代理人弁護士が
意見陳述。「わが国は原発事故という大災害の発生を想定していなかった。その結果、本件原
発事故避難者の救済に直接適用すべき法令はない」、「上位規範である憲法の『生存権』や国
際人権法の人権保障に適合するように『法の欠缺』が補充されるべき」となどと陳述されている。

「避難を続ける必要がある避難者から強制的に住居を奪うということは明白な人権侵害で
あり、許されてはならない」そして、裁判所が国際人権法の問題から逃げないよう求めてい
る。

国連特別報告者セシリア・ヒメネス・ダマリーさん
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